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行政監査結果報告書について 

 

 

地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき、下記テーマの行政監査

を実施したので、同条第９項の規定により、その監査結果の報告書を提

出します。 
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行 政 監 査 結 果 報 告 書 

 

第１ 監査のテーマ及び目的 

 

１ 監査のテーマ 

土地の賃借料の契約事務について 

 

２ 監査の目的（テーマ選定理由） 

地方公共団体を取巻く厳しい財政環境のもと、本市においても歳入面の改善と併 

せ、歳出の見直しを推進しているところである。 

 このような中で今回は、市が公共施設及び事業用地として公法人及び私人等から 

借用している土地について、賃貸借契約の事務が適正かつ経済的、効果的に実行さ 

れているか、また、永続的な土地賃借が社会情勢や行政需要の変化に対応し、有効 

に活用されているか等を検証し、今後の土地の効率的活用と長期的な財政負担の軽 

減に寄与することを目的とした。 

 

第２ 監査の実施概要 

 

１ 監査の実施期間 

平成２２年９月１日から平成２３年３月１０日まで 

 

２ 監査の対象 

(1) 対象事務 

   一般会計及び特別会計で、平成２１年度に賃借料を支出した土地の賃貸借契約 

事務を対象とした。 

(2) 対象部局、件数 

監査対象部局は、本庁の全部局及び全支所に渡っており、対象とした借地件数 

（事業箇所）は２９９件であった。 

   内容は、表１のとおりである。 

 



表１ 監査対象部局、課名及び対象件数                  （単位：件、％） 

部  局 課 名 件 数 構成比 

 

部  局 課 名 件 数 構成比 

総 務 部 管 財 課 ４ 
１．３ 

(４．２) 美 川 支 所 

総 務 課 ２ 

５．３ 

(７．９) 

産 業 課 ２ 

企 画 財 政 部 情 報統計課 １ 
０．３ 

(１．０) 

建 設 課 １０ 

美 川 分 室 石川ﾙｰﾂ交流館 ２ 

健 康 福 祉 部 

長 寿介護課 ２５ 
１０．０ 

(３１．２) 

鶴 来 支 所 

総 務 課 ３ 

１１．４ 

(１６．７) 

子育て支援課 ３ 保 険福祉課 １ 

健 康増進課 ２ 子育て保健課 １ 

市 民 生 活 部 
防 災安全課 ３ １．７ 

(５．２) 

産 業 課 １０ 

環 境 課 ２ 建 設 課 ２ 

産 業 部 

農 業振興課 １ 
３．０ 

(９．４) 

上 下水道課 １４ 

地 産地消課 ４ 鶴 来 分 室 教 育 課 ３ 

商 工 課 ４ 

河 内 支 所 

総 務 課 ４ 

７．４ 

(１０．８) 
観 光 推 進 部 観 光 課 ５ 

１．７ 

(５．２) 

市 民福祉課 １ 

産 業建設課 １６ 

建 設 部 
土 木 課 １ ０．７ 

(２．１) 

河 内 分 室 教 育 課 １ 

公 園緑地課 １ 

吉 野 谷 支 所 

総 務 課 ２ 

６．４ 

(９．４) 
上 下 水 道 部 下水道建設課 ９ 

３．０ 

(９．４) 

市 民福祉課 ３ 

産 業建設課 １３ 

教育委員会事務局 

教 育総務課 ６ 

１０．４ 

(３２．３) 

吉 野 谷 分 室 教 育 課 １ 

学 校教育課 １２ 
鳥 越 支 所 

総 務 課 ３ 
１１．７ 

(１７．２) 
生 涯学習課 ５ 産 業建設課 ２５ 

ス ポーツ課 ８ 鳥 越 分 室 教 育 課 ７ 

小      計 ９６ 
３２．１ 

(１００．０) 尾 口 支 所 

総 務 課 ４ 

１５．０ 

(２２．２) 

市 民福祉課 ４ 

 
 

産 業建設課 ３４ 

尾 口 分 室 教 育 課 ３ 

白 峰 支 所 
総 務 課 １１ 

１０．７ 

(１５．８) 
産 業建設課 ２０ 

白 峰 分 室 教 育 課 １ 

合      計 ２９９ １００．０ 小      計 ２０３ 
６７．９ 

(１００．０) 

(注) 構成比の（ ）書は、本庁のみ又は支所のみの比率である。 

 
対象件数２９９件のうち、本庁対応が９６件（３２．１％）、支所対応が２０３件 

（６７．９％）である。 

白峰支所
32件

尾口支所
45件

鳥越支所
35件

吉野谷支所
19件

河内支所
22件

本　　庁
96件

美川支所
16件

鶴来支所
34件

 

監査対象部署別の件数割合〔全体〕 



３ 監査の方法 

監査実施日を定め、市長及び関係機関へ通知するとともに、土地の賃貸借契約 

事務の所管部署から資料の提出を求め、聴き取り調査等を実施した。 

(1) 事前調査 

監査委員の監査に先立ち、事務局において土地賃貸借契約調査票及び関係 

書類の提出を求め、書類検査（予備検査）及び関係部署職員からの聴き取り 

調査等を実施した。 

(2) 監 査 

予備検査及び事前の聴き取り調査をもとに監査委員による監査を実施し、 

監査結果の調整及び監査委員の合意確認を行なった。 

(3) 結果報告書の作成 

監査の結果を踏まえ、調査内容の整理集約を行い、監査委員合議の上、報 

  告書を作成した。 

 

４ 監査の着眼点 

(1) 借地等の管理は適切に行なわれているか 

   ① 台帳の整備 

   ② 契約書の有無（有効性・不備条項等） 

   ③ 契約内容の適否 

   ④ 第三者によって不法に侵害を受けていないか 

(2) 借地等の管理は有効に行なわれているか 

   ① 事業目的等に沿って有効に利用されているか 

   ② 目的外利用に公共性・公益性があるか 

 

第３ 監査の結果 

土地の賃借料の契約事務について監査した結果、おおむね適正に処理されている 

ものと認められた。 

なお、各監査項目に係る監査結果概要等は、以下のとおりであり、検討及び改善 

すべき事項は、後でまとめて述べることとする。 

１ 対象とした賃貸借契約の概況 



(1) 地域別の借地件数 

表２ 地域別の借地件数                      （単位：件、％） 

地 域 名 一 般 会 計 特 別 会 計 合   計 構成比 

松 任 地 域 ８０  ９  ８９  ２９．８  

美 川 地 域 ８  ６  １４  ４．７  

鶴 来 地 域 ２３  １６  ３９  １３．０  

河 内 地 域 １２  １０  ２２  ７．４  

吉野谷地域 ２１  ４  ２５  ８．４  

鳥 越 地 域 １８  １０  ２８  ９．４  

尾 口 地 域 ２９  １６  ４５  １５．０  

白 峰 地 域 ２３  １０  ３３  １１．０  

市 域 外 ４  ０  ４  １．３  

合   計 ２１８  ８１  ２９９  １００．０  

対象とした借地件数は、一般会計で２１８件、特別会計で８１件、合計２９９件 

である。これらを地域別にみると、松任地域が８９件で約３０％を占めており、次 

いで尾口地域４５件、鶴来地域３９件の順となっている。市域外にも４件の借地（案 

内看板の設置）があった。 

(2) 担当部局別の借地件数及び賃借料 

表３ 担当部局別の借地件数等                 （単位：件、円、％） 

部 局 名 件 数 構成比 賃 借 料 構成比 

本 

 

 

 

庁 

総 務 部    ４ １．３ １５，２０５，５３３ ９．２ 

企画財政部    １ ０．３ ８，６００ ０．０ 

健康福祉部 ３０ １０．０ １２，１７７，９３１ ７．３ 

市民生活部    ５ １．７ １，８６７，０３２ １．１ 

産 業 部    ９ ３．０ ６，３２１，３１７ ３．８ 

観光推進部    ５ １．７ １，１８８，４７０ ０．７ 

建 設 部    ２ ０．７ ２６，２０７，９５２ １５．８ 

上下水道部 ９(９)  ３．０ １２４，８００ ０．１ 

教育委員会 ３１ １０．４ １９，６３５，４２２ １１．８ 

美 川 支 所 １６(６) ５．３ ６７６，３３９ ０．４ 

鶴 来 支 所 ３４(１４) １１．４ １１，７８３，０９５ ７．１ 

河 内 支 所 ２２(１３) ７．４ １４，７１６，４６０ ８．９ 

吉野谷支 所 １９(３) ６．４ １０，９８７，３２０ ６．６ 

鳥 越 支 所 ３５(１０) １１．７ ９，４７３，１３７ ５．７ 

尾 口 支 所 ４５(１６) １５．０ ３０，７８９，７５０ １８．５ 

白 峰 支 所 ３２(１０) １０．７ ５，００６，６３１ ３．０ 

合    計 ２９９(８１) １００．０ １６６，１６９，７８９ １００．０ 



(注) （ ）書は、内数で特別会計の件数である。 

担当部局別にみると、表３のとおりである。支所で対応・処理している件数は、 

全体の３分の２強を占めていた。また賃借料で見ると、本庁と支所の比率は、ほぼ 

半々となっており、平成２１年度に支出した総額は、１億６千６百万円余であった。 

(3) 用途別の借地面積、賃借料の状況 

土地の用途別に分類してみると次のとおりである。 

  ① 大きく４通りに分類し、借地面積、賃借料を見てみると、表４のとおりで 

ある。 

      施設の建築を目的としたもの        ……建物用地 

      主に土地そのものを事業の用に供するもの  ……事業用地 

      道路又は管渠埋設等の用に供するもの    ……道路・上下水道等用地 

      案内看板設置など上記以外の目的に供するもの……その他用地 

   表４ 用途別の借地面積及び賃借料 

区  分 
事業件数 

(件) 

借地面積 

(ha) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

建 物 用 地 ５８ ２４．７ ２１９ ３１，５５８，９０７ 

事 業 用 地 １１５ ２９０．７ ９３４ １３１，５２５，５４７ 

道路・上下水道等用地 ７２ ２．２ ９１ ２，０４０，４９７ 

その他用地 ５４ ０．１ ５５ １，０４４，８３８ 

合   計 ２９９ ３１７．７ １，２９９ １６６，１６９，７８９ 

 

全借地面積３１７．７haのうち、２９０．７ha（９１．５％）を事業用地と 

して使用しており、年間の賃借料は１億３千百万円余で、全体の７９．２％を 

占めていた。 

    また、建物を目的としたものが２４．７ha（７．８％）であり、賃借料は 

３千百万円余（１９．０％）であった。 

他に道路・上下水道等用地、その他用地として約２．３haを借地しており、 

賃借料は３百万円余となっていた。 

 

② 表４を更に細分類すると、以下のとおりである。 

 

 

 



表５ 建物用地 

〔一般会計〕 

名  称 
事業件数 

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

健康福祉施設用地 

(ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰなど) 
９ ４１，８３４．９８ ６１ ４，６４９，２２１ 

観光施設用地 

(白山恐竜パークなど) ６ ６８，５７８．９２ ２５ ２，６８０，４９１ 

社会教育施設用地 

(少年自然の家など) 
６ ５２，８６３．９２ ４５ １，０８５，５９７ 

市営・県営住宅用地 ６ ８，９０８．２５ １９ ７３３，１６４ 

公民館施設用地 ６ ６，８３１．８１ ８ １，７３０，３２４ 

小中学校施設用地 ２ １７，５００．８４ ２ ５１８，２３５ 

児童施設用地 

(保育所など) 
４ ４，３０５．０３ ７ ３，８３８，０００ 

産業振興施設用地 

(地場産業センターなど) 
４ １２，８３５．３０ １１ ２，７６４，４６８ 

防災安全施設用地 

(消防車庫など) 
４ ３，１３５．０７ ４ ２，２９１，５５９ 

スポーツ施設用地 

(ゴルフ練習場など) 
３ ２２，２８７．００ １０ ９，６２７，５４０ 

公共施設用地 

(庁舎など) 
４ ５，０１０．７２ ２２ １，０５０，７９１ 

コミュニティー 

施設用地 
３ ９３８．０４ ４ ３６９，０７７ 

小  計 ５７ ２４５，０２９．８８ ２１８ ３１，３３８，４６７ 

〔特別会計〕 

名  称 
事業件数

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

観光施設用地 

(国民休養施設) 
１ １，７８２．１５ １ ２２０，４４０ 

小  計 １ １，７８２．１５ １ ２２０，４４０ 

 

合  計 ５８ ２４６，８１２．０３ ２１９ ３１，５５８，９０７ 

 



建物用地の中で面積的に最も多いのが、観光施設用地で２８．５％を占めており、 

次いで少年自然の家などの社会教育施設用地が２１．４％であった。 

賃借料でみると、ゴルフ練習場などのスポーツ施設用地が３０．５％、健康福祉 

施設用地が１４．７％で、これらで４５．２％を占めていた。 
 

     
 

 
      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 

    

      

      

      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

土地の賃貸借は、私法上の貸し借りであり、基本的には民法の定めるところによ 

るが、建物の所有を目的とする賃借権については、借地借家法が適用される。 

 

・ 民法上の契約期間（６０４条） 

最短期間に制限はないが、最長は２０年。 

・ 借地借家法上の契約期間（３条） 

最短でも３０年（更新の場合１回目は２０年、その後は１０年） 

で、最長期間に制限はない。 



表６ 事業用地 

〔一般会計〕 

名  称 
事業件数 

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

若返り園芸 

広場用地 
１６ １３，１６４．００ ２１ １，４２２，５１５ 

観光施設用地 

(スキー場など) １４ １，３９９，１２８．３１ ４９３ ３１，４１３，６６０ 

スポーツ施設用地 

（多目的広場など） 
１４ ２９５，９４９．９２ ４５ ２０，７６３，０６２ 

駐車場、 

駐輪場用地 
１４ ２６，７３１．８２ ２０ １４，３１５，２０１ 

学童農園用地 １１ ７，１４７．００ １１ ７５１，３０４ 

公園用地 

(運動公園など) 
８ ５３，５０８．７６ １０２ ３１，１２９，３７４ 

年寄りと子供 

の広場用地 
６ ８，３７１．５４ ９ ３，２２８，２２４ 

市民開放農園用地 ４ ４，３４７．００ ４ ４６０，７８２ 

学校用地 

（運動場など） 
４ ４，１５３．２８ ５ １，９８３，６５０ 

教育関連用地 

(生涯学習施設など) 
４ １５，１５４．７１ ２５ ３９０，３８８ 

史跡関連用地 ４ ３，７１１．００ ４ ２２４，９２０ 

健康広場用地 ２ ３，０３６．２５ ３ ３４８，２１０ 

防災安全施設用地 

(防火水槽など) 
２ ２７５．３２ ３ ３０，４２４ 

コミュニティー 

施設用地 
６ １０，８８６．３６ １０ ７８５，４７６ 

小  計 １０９ １，８４５，５６５．２７ ７５５ １０７，２４７，１９０ 



〔特別会計〕 

名  称 
事業件数

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

観光施設用地 

(ｽｷｰ場,ｷｬﾝﾌﾟ場など) 
６ １，０６１，１６８．５１ １７９ ２４，３７８，３５７ 

小  計 ６ １，０６１，１６８．５１ １７９ ２４，３７８，３５７ 

 

合  計 １１５ ２，９０６，７３３．７８ ９３４ １３１，５２５，５４７ 

 

事業用地については、借地面積の大部分をスキー場などの観光施設用地が占めて 

おり、全体の８４．６％であった。多目的広場などのスポーツ施設用地が次いで多 

く、合わせると全体の９４．８％となる。 

賃借料も観光施設用地が最も多く、４２．４％を占めていた。 

 

 

       
 

 
       

       

       

       

       

       

 

 

     

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       



表７ 道路・上下水道等用地 

〔一般会計〕 

名  称 
事業件数

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

道路用地 

(市道など) 
１０ ５，８３１．６８  １３ ４８３，５９２ 

融雪管等 

埋設用地 
３ １２５．８０  ３ ３７，５００ 

温泉施設用地 １ ９９．００  １ ４，５００ 

小  計 １４ ６，０５６．４８  １７ ５２５，５９２ 

〔特別会計〕 

名  称 
事業件数 

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

下水道管渠 

埋設等用地 
２６ ２，０２９．４３外 ３８ ５８６，０２８ 

簡易水道施設用地 ２８ １３，０１９．１４  ３２ ８５６，３０７ 

温泉施設用地 ２ １，３３２．２２  ２ ６３，４７０ 

道路用地 ２ １８０．６９  ２ ９，１００ 

小  計 ５８ １６，５６１．４８外 ７４ １，５１４，９０５ 

 

合  計 ７２ ２２，６１７．９６外 ９１ ２，０４０，４９７ 

(注) 借地面積で「外」とあるのは、例えば看板設置等で「１件当たり○円」で契約しているものが 

あり、そうしたものを表す。 

 

道路・上下水道等の用に供しているものが全体で７２件あり、うち簡易水道施設 

用地が面積、賃借料ともに最も多く、借地面積では５７．６％を占めていた。 

 

 

 

 

 



 

 
 

      

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

   
 

表８ その他用地 

〔一般会計〕 

名  称 
事業件数 

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

案内看板用地 ３２ １８２．７８外 ３３ ８９３，３８６ 

通信基地等用地 ４ ８９１．９８外 ４ ４８，２３８ 

モニュメント用地 ２ １５．７５  ２ ２４，０００ 

小  計 ３８ １，０９０．５１外 ３９ ９６５，６２４ 



〔特別会計〕 

名  称 
事業件数

(件) 
借地面積 

(㎡) 

契約件数 

(件) 

平成２１年度賃借料 

(円) 

下水道 

受電設備用地 
１１ ２３．８９  １１ ２４，２１４ 

案内看板用地 ５ ２１．５２  ５ ５５，０００ 

小  計 １６ ４５．４１  １６ ７９，２１４ 

 

合  計 ５４ １，１３５．９２外 ５５ １，０４４，８３８ 

 

その他の借地としては、観光地等の案内看板設置が最も多く、賃借料でみると 

９０％を占めていた。 

 

 

 
 

      

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 

     

       

       

       

       

       

       

       

       
 

 

 

 

      



２ 台帳の有無について 

借地は、地方自治法に定める公有財産ではないが、市財務規則により、財産等借 

受け簿を整備し、管理しなければならないこととなっている。 

 台帳の整備状況は、次のとおりであった。 

表９ 台帳の有無                         （単位：件、％） 

区    分 一 般 会 計 特 別 会 計 合   計 構成比 

有 ８９  ５１  １４０  ４６．８  

無 １２９  ３０  １５９  ５３．２  

合    計 ２１８  ８１  ２９９  １００．０  

 

３ 契約期間の状況について 

 賃貸借の契約期間の状況は、次のとおりである。 

表１０ 契約期間の状況                     （単位：件、％） 

区    分 一 般 会 計 特 別 会 計 合   計 構成比 

単年度契 約 ４２  １０  ５２  １７．４  

複数年契 約 １０３  ２５  １２８  ４２．８  

 

３ 年 以 内 ２６  ４  ３０  １０．０  

５ 年 以 内 ４２  １７  ５９  １９．７  

１０年以内 ２２  ４  ２６  ８．７  

１ ０ 年 越 １３  ０  １３  ４．４  

自動更新契約 ５２  ２３  ７５  ２５．１  

無期限契 約 ２１  ２３  ４４  １４．７  

合    計 ２１８  ８１  ２９９  １００．０  

(注) 自動更新：平成２２年３月３１日時点で、既に自動更新の期間に入っているもの。 

（自動更新により契約が継続しているもの） 

期間を定めた複数年契約が１２８件、無期限（市が公共目的で使用する間）の契 

約が４４件あった。これら複数年度にわたる長期継続契約の中に、契約条項中に『後 

年度予算措置が無かった場合の解除規定』を付したもの、又は債務負担行為の設定 

したものは見当たらなかった。 

 また、自動更新により契約を継続しているものが７５件あったが、その中には、 

当該条項の内容に不備なものが見受けられた。 

その他、定めた期間が満了しているにもかかわらず、更新手続きがされないまま 



使用を継続しているもの（黙示の更新）があった。 

自動更新契約
75件 複数年契約

128件

単年度契約
52件

無期限契約
44件

 

 

４ 賃借料の算出根拠について 

 賃借料の算出根拠をみると、次のとおり分類できる。 

表１１ 賃借料の算出根拠                     （単位：件、％） 

区    分 一 般 会 計 特 別 会 計 合   計 構成比 

貸主側の算出基準による 

（主として法人） 
９  ８  １７  ５．７  

近傍類似地の 

実例価格を基に算出 
７  ０  ７  ２．４  

生産者米価及び 

平均収量を基に算出 
１７  ０  １７  ５．７  

固定資産評価額等を 

基に算出 
１５  １８  ３３  １１．０  

旧自治体による基準額 １２５  ４７  １７２  ５７．５  

双方の協議による ４５  ８  ５３  １７．７  

合    計 ２１８  ８１  ２９９  １００．０  

※ 旧自治体による基準額：近傍類似地の実例、固定資産評価額あるいは生産者米価などを総合的に 

判断して決めた統一価格 

 

合併前の旧自治体が定めた基準額によるものが１７２件で、全体の５７．５％あ 

ったほか、算出根拠の不明確なもの（双方の協議）が５３件あった。 

 また、固定資産評価額もしくは課税標準額を基準にしているものが３３件あり、 

生産者米価を基準にしているものが１７件で、この中には、税の負担額を考慮した 

ものと、していないものが見受けられた。 



５ 類似施設の賃借料比較 

 対象とした賃貸借契約２９９件のうち、スキー場用地関連の１１件を抽出し、 

賃借料の内容調査（積算根拠）を行った。 

なお調査方法は、該当部署から提出のあった賃貸借契約書に基づいて実施した。 

 

(1) 獅子吼高原用地 

 

整 理 番 号 一般会計／１１１ 地 域 区 分 鶴来地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 観光施設用地 

借 地 面 積 １６９，５５１．５０㎡ 

賃 借 料 ２，４２９，１７０円   （平均単価 １４．３３円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 

日本海コース    ２４．２００円／㎡〔 ８０．０００円／坪〕 

レインボーリフト線 ２２．６８８円／㎡〔 ７５．０００円／坪〕 

ゴンドラ線      ９．０７５円／㎡〔 ３０．０００円／坪〕 

 

 

(2) 旧小原スキー場用地 

 

整 理 番 号 一般会計／１１７ 地 域 区 分 鶴来地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 教育施設用地 

借 地 面 積 １３，８６９．００㎡ 

賃 借 料 １９４，４４０円   （平均単価 １４．０２円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 

畑         １３．６１３円／㎡〔 ４５．０００円／坪〕 

雑種地       １３．６１３円／㎡〔 ４５．０００円／坪〕 

山林        １３．６１３円／㎡〔 ４５．０００円／坪〕 

 

 

(3) 中宮開発事業（旧.スキー場）用地 

 

整 理 番 号 一般会計／１３６ 地 域 区 分 吉野谷地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 観光施設用地 

借 地 面 積 ４９２，５３１．６６㎡ 

賃 借 料 ５，７９４，９９０円   （平均単価 １１．７７円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 

宅地        ５１．０７４円／㎡〔１６８．８４０円／坪〕 

田         ５１．０７４円／㎡〔１６８．８４０円／坪〕 

畑         ３０．６４６円／㎡〔１０１．３１０円／坪〕 

原野        １７．０２５円／㎡〔 ５６．２８０円／坪〕 

山林（用材林跡地）  ７．６６５円／㎡〔 ２５．３４０円／坪〕 

山林（雑木材跡地）  ５．１０９円／㎡〔 １６．８９０円／坪〕 

 



(4) 鳥越大日スポーツ施設（旧.スキー場）用地 

 

整 理 番 号 一般会計／１６７ 地 域 区 分 鳥越地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 スポーツ施設用地 

借 地 面 積 ２２３，４６９．００㎡ 

賃 借 料 ３，９００，０００円   （平均単価 １７．４５円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 
山林        １７．４５２円／㎡〔 ５７．６９３円／坪〕 

 

 

(5) 瀬女高原リゾート施設（スキー場）用地 

 

整 理 番 号 一般会計／１７６ 地 域 区 分 尾口地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 観光施設用地 

借 地 面 積 ５９６，２５１．１３㎡ 

賃 借 料 １５，５３７，０９７円   （平均単価 ２６．０６円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 

宅地        ９０．７５０円／㎡〔３００．０００円／坪〕 

田         ９０．７５０円／㎡〔３００．０００円／坪〕 

畑（施設設置）   ４５．３７５円／㎡〔１５０．０００円／坪〕 

保安林（施設設置） ４５．３７５円／㎡〔１５０．０００円／坪〕 

山林（施設設置）  ４５．３７５円／㎡〔１５０．０００円／坪〕 

畑         １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

原野        １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

林道        １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

池         １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

保安林       １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

山林        １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

 

 

(6) クロスカントリーコース用地 

 

整 理 番 号 一般会計／２０６ 地 域 区 分 白峰地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 スポーツ施設用地 

借 地 面 積 １，８５４．００㎡ 

賃 借 料 １８，５４０円   （平均単価 １０．００円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 
山林        １０．０００円／㎡〔３３．０５８円／坪〕 

 

 

 

 

 



(7) 内尾開発事業（スキー場）用地 

 

整 理 番 号 特別会計／４１ 地 域 区 分 河内地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 観光施設用地(ｽｷｰ場など) 

借 地 面 積 ８５６，６５５．４０㎡ 

賃 借 料 １２，０１６，１７４円   （平均単価 １４．０３円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 

宅地        ７９．０００円／㎡〔２６１．１５７円／坪〕 

田         ５３．０００円／㎡〔１７５．２０７円／坪〕 

畑         ３２．０００円／㎡〔１０５．７８５円／坪〕 

山林         ８．０００円／㎡〔 ２６．４４６円／坪〕 

 

 

(8) ゲレンデ整備車庫格納庫用地 

 

整 理 番 号 特別会計／６４ 地 域 区 分 尾口地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 観光施設用地(ｽｷｰ場など) 

借 地 面 積 ２６２．０７㎡ 

賃 借 料 ２５，６１０円   （平均単価 ９７．７２円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 
宅地        ９７．７２０円／㎡〔３２３．０４１円／坪〕 

 

 

(9) 白山一里野温泉スキー場用地 

  〔ゲレンデ・ジャンプ場・除雪車庫・駐車場・道ほか〕 

 

整 理 番 号 特別会計／６６ 地 域 区 分 尾口地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 観光施設用地(ｽｷｰ場など) 

借 地 面 積 ４２７，９１３．１１㎡ 

賃 借 料 ９，６８５，４８３円   （平均単価 ２２．６３円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 

宅地        ９０．７５０円／㎡〔３００．０００円／坪〕 

田         ９０．７５０円／㎡〔３００．０００円／坪〕 

畑（施設設置）   ４５．３７５円／㎡〔１５０．０００円／坪〕 

山林（施設設置）  ４５．３７５円／㎡〔１５０．０００円／坪〕 

雑種地       ４５．３７５円／㎡〔１５０．０００円／坪〕 

畑         １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

山林        １５．１２５円／㎡〔 ５０．０００円／坪〕 

 

 

 

 



(10) 白山一里野スキー場用地 

   〔連絡通路敷〕 

 

整 理 番 号 特別会計／６７ 地 域 区 分 尾口地域 

用途別種別 道路・水路用地 施設別種別 観光施設用地(ｽｷｰ場など) 

借 地 面 積 １７７．３９㎡ 

賃 借 料 ８，１００円   （平均単価 ４５．６６円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 
原野        ４５．６６２円／㎡〔１５０．９４９円／坪〕 

 

 

(11) 白峰温泉スキー場施設用地 

 

整 理 番 号 特別会計／７６ 地 域 区 分 白峰地域 

用途別種別 事業用地 施設別種別 観光施設用地(ｽｷｰ場など) 

借 地 面 積 １５３，７７８．４０㎡ 

賃 借 料 １，９２５，６８９円   （平均単価 １２．５２円／㎡） 

積 算 根 拠 

（単価） 

宅地       １０６．０００円／㎡〔３５０．４１３円／坪〕 

畑         ４０．０００円／㎡〔１３２．２３１円／坪〕 

山林        １０．０００円／㎡〔 ３３．０５８円／坪〕 

原野         ５．０００円／㎡〔 １６．５２９円／坪〕 

 

合併前の旧自治体が定めた積算根拠（単価）であるが、地域によって格差がでて 

いる。 

  一番高い単価は、白峰地域の白峰温泉スキー場施設用地の宅地で、１㎡当たり１ 

０６円（１坪当たり３５０．４１３円）となっており、同じ宅地でも吉野谷地域の 

中宮開発事業用地では、１㎡当たり５１．０７４円（１坪当たり１６８．８４０円） 

であり、差額が５５円程にもなっている。 

 また低い単価は、白峰地域に白峰温泉スキー場施設用地の原野で、１㎡当たり５ 

円（１坪当たり１６．５２９円）となっており、同じ原野でも尾口地域の白山一里 

野スキー場用地〔連絡通路敷〕では、１㎡当たり４５．６６円（１坪当たり１５０． 

９４９円）であり、差額が４０．６６円程にもなっている。 

 

 

 

 



第４ まとめ 

今回の行政監査は、白山市の土地の賃貸借契約事務について、適正かつ経済的、 

効果的に実行されているか、また、永続的な土地賃借が社会情勢や行政需要の変化 

に対応し、有効に活用されているかを主眼に実施した。 

監査の結果については、各項目で述べてきたところであるが、事務手続き等は概 

ね適正に執行されていると認められたが、今後の契約事務執行にあたり、次の点に 

ついて改善を検討する必要があると思われる。 

 

１ 契約の更新手続きについて 

 

  契約期間が満了した後、更新手続きのないまま継続して土地を使用しており、所 

有者がこれを黙認している、いわゆる「黙示の更新」にあたるものが数件あった。 

この場合は「期間の定めのない契約」となり、双方いつでも解約の申し入れをする 

ことができる（民法６１７条）ため、早急に更新手続きをとられたい。 

 

２ 台帳の整備について 

 

  財産等借受け台帳については、５割強が未整備の状況にあった。公有財産に準じ 

て、借地についても統一的に管理し、常に状況の把握に注意を払うことによって、 

より経済的、効率的な管理を行うべきであり、台帳整備を徹底されたい。 

 

３ 長期継続契約について 

 

  後年度における予算の裏付けがない長期継続契約については、今後、更新時など 

の機会を見て、「翌年度以降において予算の減額又は削除があった場合、当該契約 

は解除する」旨の解除条項を附すなどを検討されたい。 

 

４ 契約期間について 

 

  契約期間を「公共用地として使用を存続している期間」または「市が使用する期 

間」など、実質的に無期限としているものや、自動的に契約期間を延長する、いわ 

ゆる自動更新条項を設けているものが多くあるが、一旦この形で契約が締結された 

場合、その後土地所有者との間で、社会経済情勢の変化に即した賃借料の見直し、 

協議が行われることは稀である。 

よって、今後の新規契約または更新契約にあたっては、妥当と思われる範囲で、 

できるだけ短期間の契約とし、少なくとも契約更新の際には、賃借料の検証、見直 

しを図ることを望みます。 

  また、今日のように社会情勢が急激に変化する中で、長期間の契約については、 

契約期間中であっても一方的に解約できる特約条項を設けるなど、不必要に土地を 

借受けすることにならないよう工夫されたい。 

 なお、「市が使用する期間」などのように不確定期限（将来くることが確実であ 

るが、いつくるか不明な期限）を附した賃貸借契約については、その存続期間は民 

法６０４条（最長２０年）の適用を受けることとなるため十分に注意されたい。 

（参考：昭和４７年４月「政府統一見解」） 



５ 土地の有効活用について 

 

  今回対象とした賃貸借契約の中で、使用目的とする公共施設が廃止又は休止状態 

のものが見受けられるが、土地の有効利用あるいは経済性の観点から、ニーズに対 

応した新たな活用策などについて、早急に検討されることを望む。 

 

６ 契約書の標準化について 

 

  契約書については、合併前の旧自治体の時に締結したものが多く、同用途の土地 

借上げでも契約内容が大きく異なっている。また、自動更新条項に関しては、内容 

不備なものが見受けられることから、市としての標準的な契約書を例示し、それに 

準じて各事案ごとの契約書を作成するなど、契約内容の標準化、適正化に努められ 

たい。 

 

７ 賃借料の算定基準について 

 

  賃借料については、対象とした２９９件の多くが近傍類似地の実例価格や固定資 

産評価額あるいは生産者米価を基に算出しているが、金額の積算根拠が不明確また 

は記録が残っていないものが５３件（１７．７％）見受けられた。賃借料算出の合 

理的な理由を説明するためにも、積算根拠や協議記録などの管理を徹底されるよう 

要望する。 

また、スキー場など複数の類似施設を同一基準のもとに比較してみると、賃借料 

に著しい差が生じているものが認められた。 

土地の賃借料は、様々な要因が複合的に作用しあって決定されるものであり、ど 

ちらかと言えば土地所有者に価格決定の優先権があること等から、その妥当性を機 

械的に評価することは困難である。 

 しかしながら、公共用地の賃借料は公金によって賄われており、その支出には客 

観的な合理性がなければならない。また、土地所有者の間に著しい不公平感を生じ 

させるようなことがあってはならない。 

 そのためには、一定の合理的基準のもとに算出した価格を基本として、土地所有 

者と協議を行なうことが望ましく、全ての事業において、市の統一的な算定基準の 

整備が必要と考える。 

 また、生産者米価をもとに算出した賃借料については、これまでに米価が著しく 

変動してきたこともあり、情勢の変化に見合った価格の検証、見直しを早急に検討

することが必要と思われる。 
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